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1． 児童扶養手当について
　児童扶養手当は、離婚によるひとり親世帯等、父または母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児童の福祉の増進を図ることを目的として支給される手当です。

2． 手当を受けることができる人
　次のいずれかにあてはまる18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童（政令で定める程度の障がいの状態にある場合は20歳未満の児童）を監護している母、児童を監護し生計を同じくする父、または父母以外で児童を養育している方が受給できます。
（1） 父母が婚姻を解消した児童
（2） 父又は母が死亡した児童
（3） 父又は母が政令で定める程度の障がいの状態にある児童
（4） 父又は母の生死が明らかでない児童
（5） 父又は母から引き続き１年以上遺棄されている児童
（6） 父又は母が裁判所からのDV保護命令を受けた児童
（7） 父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている児童
（8） 母が婚姻によらないで出産した児童
　ただし、上記の場合でも、次のいずれかにあてはまるときは、手当を受給できません。
1 請求者（母、父又は養育者）若しくは児童が日本に住んでいないとき
2 児童が里親に委託されているとき
3 児童が児童福祉施設に入所しているとき（通所の場合は除く）
4 請求者が母の場合は、父と生計を同じくしているとき（ただし、父が政令で定める程度の障がいの状態にあるときを除く）
請求者が父の場合は、母と生計を同じくしているとき（ただし、母が政令で定める程度の障がいの状態にあるときを除く）
5 請求者（母又は父）の配偶者に養育されているとき（配偶者には内縁関係にある者を含み、政令で定める程度の障がいの状態にある者を除く）

3． 申請するために必要な書類
1 申請者名義の通帳またはキャッシュカード
2 申請者の年金手帳
3 請求者・児童の健康保険の資格情報を証するもの
4 申請者、児童及び扶養義務者のマイナンバーが確認できる書類（マイナンバーカードなど）
5 請求者の戸籍謄本及び児童の戸籍謄本
※その他受給理由等により、上記以外の書類も提出していただく場合があります。

4． 児童扶養手当の支払い日
手当は、認定請求した日の属する月（受付月）の翌月分から支給され、通常、受給資格の喪失する月分まで、下記の支払い日に前月分までの２ヶ月分がまとめて支給されます。
	支払い日
	5月11日
	7月11日
	9月11日
	11月11日
	1月11日
	3月11日

	対象月
	3月･4月分
	5月･6月分
	7月･8月分
	9月･10月分
	11月･12月分
	1月･2月分


支払日は原則、奇数月の11日ですが、11日が土曜日・日曜日・祝日に当たる場合、その直前の金融機関営業日に指定の口座に振り込まれます。

5． 児童扶養手当の額
　手当の額は受給者または配偶者及び扶養義務者（※）の前年所得（１月から９月の間に請求される場合は、前々年の所得）によって、全部支給、一部支給、全部停止（支給なし）が決定します。

（※）扶養義務者とは、受給者と生計を同じくしている直系３親等以内の血族（受給者からみて、父母、祖父母、子ども、孫、ひ孫、曾祖父母）及び兄弟のことです。住民票同一世帯はもちろんのこと、世帯は別でも実態として同居の場合も含みます。
【支給額一覧（令和８年４月以降）】
	対象児童
	全部支給の場合
	一部支給の場合

	１人目
	48,050円
	48,040円～11,340円

	２人目以降（加算額）
	11,350円
	11,340円～5,680円


（手当額は全国消費者物価指数の動向にあわせて改定されます。）　
　手当を受給してから５年を経過した場合等においては、手当額の２分の１が支給停止されることになっています。ただし、次の①～⑤に該当する場合は、所定の手続を行えば引き続き同様の手当を受給することができます。毎年、現況届に併せて届出が必要になります。

（①就業している、②求職活動等の自律を図るための活動をしている。③身体上又は精神上の障がいがある。④負傷又は疾病等により、就業することが困難である。⑤監護する児童又は親族を介護する必要があるため、就業することが困難である。）

6． 所得額の計算について
（所得判定の対象となる）所得額＝受給者の所得額＋養育費の８割－８万円（社会保険料相当額）－裏面控除額
【　所得制限表　】
	個人住民税における
扶養親族の数
	受給者本人
	扶養義務者
配偶者
孤児等の養育者

	
	全部支給
	一部支給
	

	０人
	690,000円
	2,080,000円
	2,360,000円

	１人
	1,070,000円
	2,460,000円
	2,740,000円

	２人
	1,450,000円
	2,840,000円
	3,120,000円

	３人
	1,830,000円
	3,220,000円
	3,500,000円

	以降１人増すごとに
	38万円ずつ加算

	加　算　額
	※老人控除対象配偶者または老人扶養親族１人につき10万円を加算
※特定扶養親族（19歳以上から23歳未満）１人につき15万円を加算
※16歳以上19歳未満の控除対象扶養親族1人につき15万円を加算
	※老人扶養親族1人につき6万円を加算（扶養親族が老人のみの場合は２人目から）





【　所得控除額一覧表　】
	障害者控除
	２７万円

	特別障害者控除
	４０万円

	勤労学生控除
	２７万円

	ひとり親控除
	３５万円　（受給者が養育者の場合に限る）

	寡婦控除
	２７万円　（受給者が養育者の場合に限る）

	配偶者特別控除
	当該控除額（最高３３万円）

	医療費控除・特定親族特別控除・
小規模企業共済等掛金控除・雑損控除
	当該控除額



○一部支給の手当額計算方法
所得制限により一部支給となる場合は、次の計算式により計算します。
１人目　　：手当月額＝48,040円－｛（受給者の所得額－全部支給所得制限額）×係数（0.0264029）｝
２人目以降：手当月額＝11,340円－｛（受給者の所得額－全部支給所得制限額）×係数（0.0040719）｝

7． [bookmark: _Hlk240468577]公的年金等と手当額との調整
公的年金等（遺族年金、障害年金、老齢年金、労災年金、遺族補償など）を受給する、又は受給することが出来るときは、児童扶養手当額の全部又は一部を受給することが出来なくなります。具体的には下記のとおりで、Cの額がマイナスになる場合、児童扶養手当は支給されません。
・障害年金を受給する場合は、手当額（A）から障害年金の子の加算部分額（B）との差額を児童扶養手当として支給します。（C=A-B）
・障害年金以外の公的年金等を受給する場合は、手当額（A）から公的年金等の額（B）との差額を児童扶養手当として支給（C=A-B）します。

8． 現況届、住所変更届など各種手続について
○現況届（毎年８月）
現況届は、現在児童扶養手当の認定を受けている方（全部停止の方も含みます）に、受給者の８月１日現在の状況の聞き取りを行い、児童扶養手当を引き続き受給する要件を満たしているかどうかを確認するためのものです。児童の監護の状況や所得等を確認したうえで、１１月分以降1年間の手当の額を決定します。

○住所変更等、各種届出
氏名や住所、監護する児童数の変更、同居の扶養義務者の転入や転出等、児童の監護状況が変わった場合は必ずご連絡ください。特に、手当を受給している父又は母が婚姻（法律上の結婚だけでなく、事実上婚姻関係にある場合、内縁関係や生計を共にした場合を含む）をしたとき、障害年金・遺族年金を申請・受給したときなどは早急に届出をしてください。

※届出が遅れたり、届出をしなかったりすると、手当の支給が遅れたり、受けられなくなったり、手当を返還していただくことになりますので、忘れずに提出してください。

問い合わせ先　智頭町役場　税務住民課　０８５８－７５－４１１８
